





本稿は206 年 1月19 日に早稲田大学で行われたシンポジウムで筆者が報
告したドラフトに加筆したものである O 本稿は 1 .長期停滞下の 2 極分
化， 2. 市場規律への適応力格差一長期トレンドからみた日本経済 3.






















済の長期トレンドは1950-73 年までの閉鎖型モデルと 1973-2 世紀まで
の開放型モデルとに大きく 2 つに分けることができる O しかも閉鎖型モデ
ルのなかにも 1950-6 年までの前期と 1960-73 年までの後期，開放型モデ
ルにも 1973-85 年までの前期と 1985 年以降の後期とに分けることができ，
半世紀にのぼる歴史的プロセスを 2段階. 4 ステージモデルで説明が可能
だといえる O 時代の変化とともに海外からの競争圧力が強まっていくこと
に着目したものである O
4 ステージ目の1985 年以降は 日本経済・産業の競争環境が大きく変化









































































































ような特徴を指摘できる O 日本経済の長期トレンドは1950-73 年までの
閉鎖型モデルと 1973-2 世紀までの開放型モデルとに大きく 2つに分ける
事ができる O しかも閉鎖型モデルのなかにも 1950-6 年までの前期と 1960
-73 年までの後期，開放型モデルにも 1973-85 年までの前期と 1985 年以降
の後期とに分けるのが適当で，半世紀にのぼる経済発展のプロセスを 2 段
階・ 4 ステージモデルで説明が可能だといえる O こういう流れの中で90 年
代以降の日本経済を位置づけると 90 年代以降に直面した経済現象が良く整
理できると思う O
閉鎖型モデルは端的にいえば為替レートが 1 ドル360 円時代であり，し







WTO 体制下の産業構造調整と農業 51 
れた市場J での競争であったことである。
1960--73 年の後期になると，海外との関係が開けてきて外からの競争圧
力が少しづっ加わってくるようになる O 貿易自由化は1960 年から始まり数
年後には工業用製品に関する限り輸入制限は基本的に撤廃されている O 資
本自由化は1968 年から始まり 73 年には第 5次自由化が完了して，資本取引
















( 1 )為替レートは固定相場制から変動相場制へと移行し， 78 年には l ド
ル180 円という閉鎖型経済では全く想像できなかった円高レートの出
現。





( 4 )繊維・カラ -TV' 鉄鋼・自動車・工作機械・半導体などの産業群で
日米，日欧との間で貿易摩擦が顕在化，日本市場の開放が大きな政策
課題として登場。
( 5) 1980 年に為替の自由化， 1984 年に日米円ドル委員会によって先物為
替の自由化・円の国際化の実施。
( 6) 1985 年のプラザ合意によって円高・ドル安政策の実施。
この時期は制度的にも，実体的にも海外からの競争圧力が加わり， I聞
かれた市場」へと転換し，市場機能重視の時代へと移っていった。とくに


























































































要がある。今日の規制改革は第 3の変革の時代といわれる O 第 lの変革が
明治維新，第 2 は戦後改革，そして第 3 が今日の変革の時代である。現代
がなぜ第 3 の変革の時代なのか。これを理解するためには日本の経済社会
の中での規制の歴史的背景を考えていく必要がある O
この際に理解の仕方が 2 つある口 lつは戦後改革によって戦前・戦後の

















































































































群によって支えられている O もう lつは規制産業であって，この分野では
競争が非常に微弱であり，競争が著しく制限されていた産業群である o こ
のような質の異なるこつの産業組織が共存できたというのは，海外からの



















































































































1950 年代から 1973 年はクローズドシステム期の農政， 1973 年から 1985 年





1950 年から 1973 年頃までの農政は， 60 年までの前半には日本が自由化に
取り組む以前の， 60 年以降の後半には開放経済体制へと向かいつつあった
が，前・後半を通して 1 ドル360 円時代のクローズシステム期の政策体系
である o 1963 年に農業基本法が制定されたが，この頃の農業人口は全人口
の37% を占めており，農業就業人口は全就業人口の27% であった(現在で

































のような問題が起こってくる o 1 ドル10 円時代という著しい円高の中で，
海外からの輸入圧力は顕著に高まり，また，農作物の内外格差が顕在化し，

































WTO 体制下の産業構造調整と農業 67 
くなる O
第3 に，生産者から消費者へと政策の軸足が転換しており，これは農業
だけでなく，一般の産業および消費者行政全般にいえるにことである o 90 
年代半ば以降の10 年間で消費者を意識した消費者行政がかなり展開されて











































る経営である o 2017 年を目標として，家族農業経営を3 万から37 万くらい
に，法人経営を l万，集落・営農経営を 2 万から 4 万くらいに集約して，
全体の農地も 7-8% の大規模農家に集積しようというものである O



























今日の農業就業者は全就業者の 4% をきっており，全体で20 数十万人
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